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2024年度（令和 6 年度）薬価制度改革及び費用対効果評価制度改革に関する共同声明

今般、中央社会保険医療協議会（中医協）において「令和 6年度薬価制度改革の骨子（以下「薬

価制度改革骨子」という。）」及び「令和 6 年度費用対効果評価制度改革の骨子（以下「費用対効

果評価制度改革骨子」という。）」が取りまとめられました。

革新的新薬の研究開発・安定供給を通じて健康長寿社会の実現を目指す製薬産業の立場から、

下記の通り意見を表明いたします。

記

これまで日米欧製薬 3 団体は、「イノベーションの推進と国民皆保険の持続性を両立し、患者さ

んの革新的新薬へのアクセス向上を実現する」ことを基本方針としてきました。そのため、今年

度の中医協において「革新的新薬の価値が、新規収載時に適切に薬価に反映される仕組み」と

「特許期間中の新薬の薬価が、海外先進国と同様に維持される仕組み」の実現を訴えてまいりま

した。

今般の薬価制度改革骨子は、日本への早期導入を評価する新たな加算の新設や小児用医薬品の

評価が見直され、新薬創出等加算の品目要件も追加されました。また、新薬創出等加算における

「企業指標」の撤廃や市場拡大再算定の類似品の取扱いが見直されるなど、革新的新薬の適切な

評価を推進するための措置がなされました。これらは、イノベーションの評価・促進という製薬

業界のこれまでの主張を踏まえていただいたものと認識しており、ドラッグ・ラグ／ロスを解消

するための重要な一歩を踏み出したものであると考えています。そして、日本が患者さんの新薬

へのアクセスの改善を可能とするイノベーション重視の国に変貌を遂げる始まりに位置付けられ

ると受け止めています。様々な立場からご尽力いただいた皆様に敬意を表します。

一方で、費用対効果評価制度改革骨子においては、画期的な新薬であるが故に市場規模が大き

くなる新薬に関し、現行の価格調整範囲を超えた費用対効果評価の活用に向けて引き続き議論を

行うことが示されています。これについては、イノベーションを阻害しない適切な制度の検討が

必要であるため、引き続き行われる議論の中で訴えていきたいと考えます。

私たちは、革新的新薬を早期にかつ確実に日本に導入することができるよう、イノベーション

の適切な評価及び特許期間中の薬価が維持される仕組みの構築とともに、国民をはじめすべての

ステークホルダーにとって透明性・納得性の高い制度構築を望んでいます。また、「医薬品の迅

速・安定供給実現に向けた総合対策に関する有識者検討会」で示された課題について引き続き取

組みが必要なものもあり、そのためにも今後の薬価制度改革及び費用対効果評価制度改革に関す

る議論に積極的に参画するとともに、今回の制度見直しの検証に協力してまいる所存です。
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